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88－令和６年度森林及び林業の動向 

令和７(2025)年２月下旬に発生した岩手県大船渡市における林野火災は、約2,900ha(令和７
(2025)年３月28日時点調査中)の林野が焼損する甚大な被害となった。農林水産省では、火災発
生後、副大臣を本部⾧、大臣政務官を副本部⾧とする林野火災対策本部を設置するとともに、
東北森林管理局及び三陸中部森林管理署においても対策本部を設置した。林野庁では、２月28
日以降、岩手県に対して迅速な情報収集や技術支援のためのMAFF-SATを派遣し、鎮圧から３
日後の３月12日には、林野庁と岩手県が合同で、森林被害の状況確認のためヘリコプターによ
る上空からの調査を実施した。また、３月17日には林野火災対策本部⾧と副本部⾧が、現地の
農林水産関係被害状況を視察し、大船渡市⾧との意見交換を行った。さらに、大規模に延焼拡
大した原因の調査等のため、消防庁、消防庁消防大学校消防研究センター、国立研究開発法人
森林研究・整備機構森林総合研究所、林野庁が合同で、現地調査を開始した。 

この火災により、高性能林業機械及び特用林産施設にも被害が及んだことから、被災者の生
業の再建に向けては、被災した高性能林業機械及び特用林産施設の整備等への支援を行うこと
としている。 

被災した森林の再生に向けては、岩手県や大船渡市と連携し、復旧方針の検討やそのための
調査に対して技術的な支援を行うとともに、３月28日に「激甚災害に対処するための特別の財
政援助等に関する法律」に基づく激甚災害に指定されたことから、同法に基づく森林災害復旧
事業により、被害木等の伐採・搬出、被害木等の伐採跡地における造林等に対して支援するほ
か、その後必要となる育林についても支援していくこととしている。くわえて、火災により機
能が低下した森林において、今後の降雨等による土砂流出等の山地災害が発生するおそれがあ
る箇所について治山対策を行うこととしている。 

なお、今回の林野火災の消火活動においては海水が使用されている。平成29(2017)年５月に
発生した岩手県釜石

かまいし
市の林野火災においても、同様に消火活動に海水が使用されており、その

森林への影響については、発生１か月後の調査では一部の森林の土壌と樹勢に不良がみられた
ものの、発生４か月後の調査では不良と評価された箇所はなかったとされている。これは降雨
により土壌中の塩分が流出したためと考えられている。 

林野庁においては、こうした知見も踏まえつつ、関係機関との連携を図りながら、森林の早
期の復旧・再生に向けて取り組んでいくこととしている。 
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市における林野火災への対応 ココララムム

枝 葉 が 燃 え る 樹 冠 火
(じゅかんか)が発生し、
大規模に焼損が発生した
箇所 
(大船渡市三陸町綾里
小路地区) 

落ち葉や枯葉などの林床
にある可燃物が燃える地
表火(ちひょうか)による
落葉広葉樹林の焼損 
(大船渡市三陸町綾里
大畑野地区) 

資料：新井隆介・皆川拓「釜石市尾崎白浜・佐須地区における山火事消火のために海水が散布された森林土壌
の化学性」(岩手県林業技術センター研究報告, 2018年26-4号) 

資料：財団法人林野弘済会「林野火災対策の解説」を一部改変。 
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事例Ⅰ－12 令和５(2023)年度の森林保険損害塡補の例 

福島県 私有林(スギ・14年生) 

森林保険は、火災、風害、水害、雪害、干害、凍害、潮害、噴火災の８つの災害による損
害を保険金の支払い対象としている。加入者は保険料の負担が必要となるが、災害が発生し
た場合の保険金支払いを通じて、林業経営の安定、被災箇所の早期復旧に大きな役割を果た
している。 

令和５(2023)年度の森林保険の損害塡補件数は854件、損害塡補面積は約288haとなった。
災害別の損害塡補面積は火災23ha、風害36ha、干害112ha等となっている。 

例えば、福島県では、令和５(2023)年３月に土手の枯草から出た火が近くの小屋と山林に
延焼し、焼損した民有林のうち、森林保険契約地ではスギ(14年生)が被害を受け、実損面積
0.44haに対して119.7万円の保険金が支払われた。また鹿児島県では、令和５(2023)年８月
の台風第６号による暴風や大雨により、多数の倒木や折損木が確認され、森林保険契約地で
はヒノキ(50年生)が被害を受け、実損面積1.05haに対して429.5万円の保険金が支払われた。
そのほか、岡山県では、令和４(2022)年の夏、平年に比べて、平均気温が高く降水量が少な
かったことにより、森林保険契約地で春に植えた花粉症対策品種のヒノキ(１年生)が干害に
より枯死し、実損面積1.24haに対して101.4万円の保険金が支払われた。 

このように地域を問わず発生する様々な気象災害等による損害に対して森林保険が活用
されている。 

鹿児島県 私有林(ヒノキ・50年生) 岡山県 私有林(ヒノキ・１年生) 
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